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はじめに 

 

 我が国は過去に例のないスピードで少子高齢化及び人口減少の進展、産業構

造の変化等が進展している。 

 これらの社会経済情勢の変化に対応し、地方公共団体による自主的かつ自立

的な取組による地域経済の活性化や、地域における雇用機会の創出などを図る

ことを目的とした地域再生法が平成 17年に制定され、創設された「地域再生制

度」により、これまでに 1,600 件を超える地域再生計画が各地域において作成

され、関係府省による支援が行われてきた。 

 

 これらにより、地域再生に係る取組は進展を見せてきたが、一方で、人口規

模の小さい市区町村において、より人口減少が進んでいるなどの地域間格差の

問題はなおも拡大傾向にあり、疲弊する地域に対するより一層の取組が求めら

れている現状にある。 

 

そこで、本委員会は制度創設から９年を経過した地域再生制度について、「地

域とは何か」、「なぜ地域再生が必要なのか」といった視点に立ち返り、改めて

その在り方や必要性を検討することとした。 

その中で、これまで６回にわたり委員会を開催し、地方公共団体からの地域

再生に対する取組事例の報告や、各委員の専門分野における地域再生に係る課

題に関するプレゼンテーションなど、幅広い観点から地域再生制度の在り方に

ついての検討を行ってきた。 

 

 ここに地域再生を通じて実現を目指す地域のあるべき姿や地域が直面する課

題解決に向けた方法論を示すことにより、各地域において地域再生に向けた取

組が促進される中でベストプラクティスが形成され、全国に波及することを期

待すると同時に、この報告が我が国の新たな地域再生政策の方向性を示す指針

となり、活かされることを期待している。 
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１．地域再生の必要性 

（１） 社会経済情勢の変化 

全国で少子高齢化が進展する中で、多くの地域で居住人口の減少に歯止めがかか

らず、耕作放棄地や空き地、空き家の増大等の現象となって現れている。特に過疎

地域では、集落そのものが消滅する危機が現実問題として指摘されている。 

 

 

（少子高齢化の進展と地域における人口減少） 

総人口並びに生産年齢人口及び幼年人口が今後長期減少傾向となる一方で、老

年人口は全体の人口がピークとなる２０１０年と比べて増加することが見込まれ

る。また、人口規模の小さい市区町村であるほど、人口の減少率の高さが顕著と

なっている。 

 

（耕作放棄地、空き地、空き家の増大等の地域の荒廃） 

農村において耕作放棄地、空き家が増加している。これは、戦前からの集落・

農地の地域構造のままで、近代的な需要に対応しようとしていることに原因があ

る。特にアクセスが悪いところ、維持管理能力が低下しているところから荒れて

くる。 

 

（地域生活を支える社会機能の弱体化） 

公共交通の運営が、地域住民の生活実態に合わなくなってきており、その結果、

経営の悪化を招いている。例えば、乗合バス事業者のうち民間事業者の約７割、

公営事業者の約９割が赤字であり、特に地方部において輸送人員の減少に歯止め

がかからない状況になっている。 

また、これらの状況による「買い物難民」「買い物弱者」の拡大も懸念される。 

 
（若者の地方離れ、都市部への人口流出） 

進学や就職の機会に伴い転出した若者は、そのまま戻らなくなる可能性が高く、

周辺地域から県庁所在地への人口流出による県内での地域格差と地方圏から東京

圏への流出による若者の一極集中が拡大している。 

 
 

  

2



 
（２） 地域再生の必要性 

 
「地域」とは、 

 

人々が、住み、人とつながるコミュニティを形成し、経済活動を行うなど、日々

の生活を営むための空間、人、自然、産業等の総体 

 

である。 

 

地域の再生がなければ日本の再生はないとの認識の下に、日本社会が活力を維持

し未来に向けて発展を続けるために、それぞれの地域で持続可能な地域社会を実現

していくことが不可欠である。 

一方で、日本社会は急激な少子高齢化と人口減少の危機に見舞われている。この

ような状況の中で、地域に関わる人々や地方自治体、国とが強力に連携して地域再

生に取り組むことが喫緊の課題となっている。 
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２．本提言の目的 

 

本提言においては、地域再生を通じて実現を目指す地域のあるべき姿として、 

 

地域自らが、運命共同体意識を持って、地域を巡る様々な問題を解決できる能

力を備える 

 

ことを目標とし、地域が自らの創意工夫により元気を出し活力を生み出していくこ

とを目指すものである。 

 

ところで、地域再生の主体となるのは、住民、企業、地方自治体等の地域に関わ

る人々や団体である。したがって、これらの主体が問題解決能力を備える必要があ

るが、そもそも人材がいない、主体となる組織がない、地域再生に向けた方法論が

わからない、等の問題を抱える地域も多く存在する。 

このため、本提言において、地域再生の基本理念や具体の取組に当たっての考え

方等を示すことにより、各地域において地域再生に向けた取組が促進される中でベ

ストプラクティスが形成され全国に波及することを期待するものである。 

 

 

  

4



３．地域再生の視点 

（１） 地域をどう捉えるか 

人口や社会資本の集積の程度等の地域特性に応じ、取り組むべき課題も踏まえて

対象地域を認識する必要がある。具体的には、都市圏の一部を構成するのか、周囲

から独立した農村であるのか等の地域が存する場所と、物理的な地域の広がり・大

きさとを勘案する必要がある。 

 

（２） 地域が置かれた状況を認識する 

人口減少等の地域の実情を直視せずに、具体策に裏付けられない人口増や経済成

長を目指しても非現実的な取組となる。人口減少そのものが問題なのではなく、状

況の変化に対応できていないことが問題である。地域が置かれた状況を正しく認識

し、現実的な方法論を検討する必要がある。 

 

（人口減少の現実を直視する） 

人口が減少する社会情勢の下で、生活空間を現状のままの規模で維持すること

が困難となっており、地域の需要に応じて空間規模を縮小・再編する等の視点も

必要となる。例えば、農村地域において、農地の多目的利用や耕作放棄地の里山

への転換、余剰土地の公的所有・公的利用へのシフト等を通じて土地利用を再編

し、需要に合わせた新たな生活空間のあり方に見直すべきである。公共交通につ

いても、生活スタイルの変化に対応した生活空間の再編に適合させていくことが

求められる。 

 

（生産力を維持する） 

地域の経済を支える産業は、地域外の需要ともつながっている。地域内の需要

が縮小しているとしても、地域外の需要も視野に入れて、地域の生産力をどのよ

うに維持するのかといった取組も求められる。 

 

（３） 生活環境の質を上げる 

地域の人口、経済規模等が縮小するとしても、以下に掲げる視点等から、生活環

境の質を高めるというプラス思考が求められる。例えば、生活空間のコンパクト化

を通じて、利便施設を集約しサービス提供の密度を上げる等により機能面を強化す

ることは可能である。特に人口が減少し住民相互のつながりが希薄化しかねない現

状においては、住民が集まることができる場所を確保することが重要である。 
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（安心して暮らすためのサポートを充実する） 

地域に拠点を整備して人が集まる場所を提供し、そこに生活サービスを重点化

するべきである。具体的には、未利用の公共施設や空き家等を活用して医療・介

護等の人が集まる機能を備えた拠点とし、公共交通で他地区とつなぐことで、そ

の拠点性を高めることが効果的である。これにより、限られた人員・資源で生活

のサポート体制を充実することが可能となる。併せて、このような拠点に集まる

ことで住民の共助を促したり、地域住民が自ら公共交通を守り育てたりすること

で、コミュニティの再生にも貢献することが期待できる。 

 

（ソーシャルキャピタルを充実する） 

地域で直接対面するつながりだけではなく、地理的に離れていても共通価値で

つながるコミュニティの形成や、親子近居のようなほど良い距離感でのつながり

など、新たな価値観にも対応しつつ、人のつながりやコミュニティをマネジメン

トすることが重要である。具体的には、ほど良い距離感を保ったままで集まるこ

とのできる場所を提供したり、親と子供夫婦等の近居を地域包括ケアシステムに

より支えていくことが考えられる。 

 

（負の資産への対応） 

空き地、空き家の存在は、周囲の生活環境に悪影響を及ぼすリスク要因である。 

このような地域にとっての負の資産を減少させるため、生活空間の再編に伴う

ニーズに対応した新たな用途を検討するなど、生活環境を向上させる視点も必要

である。 

 

 

（４） コト・ヒト・モノ・カネを回す 

地域再生を実現するためには、具体の事業（コト）を中心に、様々な主体（ヒト）

が集まり、地域資源（モノ）を活用し、資金（カネ）を地域で循環させる取組が求

められる。このようなコト・ヒト・モノ・カネの４つの要素を相互に連携させて機

能させる仕組みづくりが必要である。 
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４．地域再生の実現に向けて 

（１） 地域再生を動かすための４要素 

地域再生に向けた取組を具体に動かし継続的な活動とするために、コト・ヒト・

モノ・カネを一体的に動かすことが効果的である。この中で、地域再生に関わる人々

が成功体験を共有することができれば、コト・ヒト・モノ・カネを一層円滑に回す

効果が期待できる。 

 

① コト（ビジネスに取り組む） 

具体の事業に取り組むことで、目標や責任の所在を明確にして必要な人材を集

め活動資金を得る等により、地域再生に向けた活動を継続的なものとすることが

可能となる。 

 

（スモールビジネスの立ち上げ） 

地域再生の活動を継続するために、事業により資金を稼ぎ、それを次の活動に

投入することで持続的な取組とする必要がある。具体的には、一人株式会社等に

よる多様なスモールビジネスの展開が現実的である。具体の事業に取り組むこと

により、活動するための財源が安定し、組織としてもまとまりやすくなるという

効果も期待できる。また、産業創出の観点からも、スモールビジネスの起業支援

を通じて、人材として活用が不十分な女性の起業家を育成する視点も求められる。 

このように小さな雇用の場づくりを重ねることで、地域全体の雇用の場を創っ

ていくというビジョンを持つべきである。 

 

（人材の育成につなげる） 

   ビジネスとして具体の事業に取り組む中で、組織運営を通じて若者等に実務に

携わらせることは、責任感とバランス感覚を身につけた人材育成にも貢献する。 

 
（地元企業への存続支援） 

   地域で頑張っている中小・中堅企業が、地域で存続することが重要である。こ

のため、行政や地域金融機関が、経営ノウハウに乏しい家族経営等の事業者をサ

ポートしたり、企業が地域外に進出するとしても本社機能を地元に残してもらえ

るような仕組みづくりをする等の支援が求められる。 

 

 

② ヒト（多様な主体が地域で連携する） 

地域再生に取り組み得る様々な主体の参画を促す。この場合、それぞれの主体

の対応能力の限界もあるため、相互の弱点を補うために多様な主体が連携した体

制を構築する必要がある。 
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（多様な主体と期待される役割と課題） 

・住民 

地域再生の主体であり、リタイア世代や女性の地域再生への参画が期待され

る。リーダーシップを発揮できる人材の育成や、女性が子育てしながら働くこ

とができる環境づくりが課題である。 

・企業 

地域における雇用を支えるとともに、地域資源を商品化するなどビジネスの

立場からの地域再生への参画が期待される。近年の経済情勢が激変する中で、

地元企業として存続するための経営体力が課題となる。 

・ＮＰＯ 

地域住民が立ち上げるＮＰＯから、地域の外部の人材で構成され専門的なノ

ウハウを持つＮＰＯまで様々な特徴を持つ団体が存在する。行政と地域の人々

をつなぐ役割や具体の事業を担う役割が期待される。人材の確保や資金調達能

力に課題がある。このため、具体の事業に取り組むことで必要な資金を自ら稼

ぐことや、寄付を誘導する仕組みが求められる。 

・地方自治体 

地域再生にビジネスとして取り組むためには、経営・法律・規制・権利関係

の手続き等に係る知識が求められる。これらに関わる専門知識の情報提供や外

部の専門家の活用等のマネジメントを担うディレクター、マネージャーとして

の行政の役割が期待される。自治体によっては、職員数が制約されており地域

支援に手がまわらない等の課題がある。 

・大学等の外部支援団体 

大学を始めとして、外部の立場から地域の人材を育てる組織の役割が重要で

ある。大学を卒業しても、必ずしも就職先を地元に確保できないことが課題で

ある。大学のサテライト研究室を地域に開設し、地元から雇用する等により地

域支援する方法も考えられる。 

 

（ネットワークを通じて助け合う） 

地域再生に取り組む主体が、地域内でお互いに協力し連携することに加え、地

域内での同質のつながりのみにこだわらず、インターネットコミュニティー等に

より共通の価値観で広域的につながっていくことや、他地域で地域再生に携わる

人々や大学コンソーシアム等の団体とネットワークを構築し協力し合うことも効

果的である。この場合、具体の事業に取り組むことによって他者とつながるとと

もに、連携を通じて自分も相手も儲けるという意識を持つことが重要である。ま

た、地域再生に取り組む人達が、アイデアを生み出したり情報発信していくため

には、孤立せずに直接対面して情報を交換し合うための「集まる場」が必要であ

る。この意味でも中心市街地の活性化は重要である。 
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（女性の起業を支援する） 

女性が地域で活躍するためには、スモールビジネスの起業支援が有効である。

スモールビジネスは、数人規模の組織で立ち上げが可能であり、必ずしもビジネ

スの拡大を目指すものではないため、女性が働きながら子供を産み育てることが

可能である。地域に豊かな仕事のバリエーションがあることは、女性が地元に残

り、そこで家庭を持ち子供を育てる受皿ともなる。また、地方にはものづくりメ

ーカーが多いため、ものづくりの世界にいかに女性を巻き込んでいくかが重要で

ある。 

 

③ モノ（地域資源を活かす） 

地域資源を新たな視点で再評価し、地域性をアピールしたブランド化を通じて

情報発信する。なお、地域資源を実際に活かすためには、その活用方策と、取組

を継続するための資金を一体で提案する必要がある。 

 

（多様な視点で再評価する） 

地元では気がつかず眠ったままとなっている地域資源を、外部の視点も活用し

て再評価する。例えば、農地や林地を、本来の生産目的の視点からだけではなく、

バイオマス利用や健康増進のためのレクリエーション、観光の場として評価し直

し、多目的に活用することが考えられる。また、海外や他地域からの観光客に、

日本の魅力、地域の魅力を発掘してもらうことも考えられる。 

 

（地域資源としての「食」に注目する） 

日本の豊かな食文化に注目し、地域特有の食材や調理方法等の食文化を地域資

源として活用することを考えるべきである。「食」は人と人とをつなぐものであり、

地域内及び地域と地域とを結びつけるネットワークに発展する可能性を持ってい

る。 

 

（未利用施設を活用する） 

空き家や廃校後の学校校舎など未利用となっている施設について、少子高齢化

の進展による生活空間の縮小・再編や新たなコミュニティ意識に対応した拠点へ

の転用など、従来と異なる目的での活用を検討することにより、地域資源として

の利用が可能となる 

 

④ カネ（資金を調達し循環させる） 

地域資源を有効に活用し、地域に内外から資金を呼び込み、地域内で循環させ

る仕組みを構築することが重要である。これにより、事業の継続性が確保される

とともに新たな企業も促進されるなど、内発的に経済を成り立たせることが可能

となり、地域の活性化に貢献することが期待される。 
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（地域内で資金を循環させる） 

スモールビジネス、ソーシャルビジネス等を含め具体の事業を通じて、安定的

に資金を循環させる仕組みとすることが重要である。特に医療・介護は、地域で

一つの大きな経済を形成するものであり、そこで働く人の 2 次消費にもつながり

得る。また、資金を循環させる観点から、地元生産者と消費者とを結ぶネットワ

ーク（サプライチェーン）を壊さないようにする配慮が必要である。 

ＮＰＯ等の地域団体が、補助金のみに頼るのではなく、クラウドファンディン

グ等を通じて少額の市民出資を活用することも考えられる。 

 

（地域金融機関が支援する） 

地域金融機関が、地域に積極的に投資するとともに、地域再生に取り組む事業

主体が経営に係るリスクを認識できるよう、事業採算等についてのアドバイザ－

の役割を果たすことが期待される。併せて、金融機関としての情報収集能力を活

かし、地域内外の需要と供給をマッチングさせる役割や、地域の複数の金融機関

が連携して支援する仕組みづくりも考えられる。 

   このような地域金融機関としての強みを活かし地域に密着してきめ細かな支

援を行う先進的な取組事例を、ベストプラクティスとして全国に広めるべきであ

る。 

 

（２） 地域間のネットワークづくり 

地域内の人材・団体だけで取り組むだけではなく、地域再生に取り組む他地域と

ネットワークを構築することで、人材・資源・機能・情報等を補完し合い、また事

業を連携して展開することにより相乗効果を生むことが期待できる。 

 

（農村-農村連携システムを構築する） 

自らの農村には存在しない人材や機能について、他の農村に協力を求め補い合

うなど、地域同士のネットワークにより相互に補完する仕組みづくりが有効であ

る。この場合、地方自治体に、地域同士を結び付けるコーディネート能力が求め

られる。 

 

（都市-農村相互扶助システムを構築する） 

 農村に行かなければ手に入らない新鮮な空気や食材、レクリエーションの場等

を活用して、都市住民に「健康増進」をキーワードとしてアピールし、長期のリ

ハビリを必要とする都市住民が家族とともに農村に長期滞在してリハビリを受け

たり、二地域居住を推進する等により、都市・農村間の交流を促進する仕組みが

考えられる。 
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５．行政に求められる役割 

地域再生の主体は、住民、企業、地方自治体等の地域に関わる人々や団体である。

しかしながら、そもそも人材がいない、主体となる組織がない、地域再生に向けた

方法論がわからない等の問題を抱える地域も多く存在する。地域の関係者が、これ

らの現状を乗り越えていくために、地方自治体と国の役割分担の下で行政の支援が

求められる。 

 

（１） 政策分野を横断して支援する 

地域が抱える課題は多様かつ複合的であり、個別政策分野のみからのアプローチ

だけでは解決できないことが多い。 

このため、地方自治体においては、首長や職員が地域の課題を総括的に受け止め、

解決策を総合的な観点から探る姿勢が必要であり、そのために個別行政施策を横断

的にコーディネートできる組織体制づくりが求められる。特に、地域包括ケアは、

地域社会を支える重要な基盤システムであるため、個別行政部局に留まらない横断

的な取組体制が必要である。併せて、例えば、雇用を確保するために、どのような

産業を育成し、どのように資金や資源を投入していくのかというように、長期的な

ビジョンを持って課題に取り組むべきである。 

さらに、国においても、地方自治体等の取組を政策分野横断的に支援する体制づ

くり、制度づくりが求められる。 

 

（２） 地域間のネットワークをコーディネートする 

地域間の連携により、地域に不足している機能等を相互に補完できる仕組みを構

築するため、行政が広域的な観点から地域間のネットワークづくりをコーディネー

トする役割を担うべきである。 

  

（３） 人材を育成する 

人材不足の実態もあって、地域再生に取り組む組織化が自発的には起こりにくい

ので、行政が人材を育て確保していく必要がある。併せて、これらの人材は、雇用

面で不安定な立場に置かれることが多いため配慮が必要である。また、個々の地域

が、地域外の相手との連携も含め、未知の人材を受け入れられるように、行政が人

材の身元を保証する工夫も考えられる。 

 

（４） 先進的な取組をベストプラクティスとして広める 

意欲のある地方自治体や地域の先進的な取組を他地域が参考にできるように、モ

デルケースとして行政が積極的に支援するとともに、その成果を広く情報提供する

必要がある。 

 

（５） 「地元に帰ろう」キャンペーンの展開 

地方から大都市圏へ人口が流出し続ける現状を打開し、地方へ人口を還流させる

ため、地方出身者が地元に帰り、また大都市出身者が地方に赴くムーブメントを起

こす必要がある。 
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地域再生推進委員会開催経緯 

 

平成 25 年 8 月 23 日（金） 

第 1 回 地域再生推進委員会 

（内容）○現行地域再生制度の概要説明 

○自由討議 

 

平成 25 年 11 月 14 日（木） 

第 2 回 地域再生推進委員会 

（内容）○地域再生に関する意見・提案 

○自由討議 

 

平成 26 年１月 28 日（火） 

第 3 回 地域再生推進委員会 

（内容）○地方公共団体からの報告 

○自由討議 

 

平成 26 年４月 11 日（金） 

 第 4 回 地域再生推進委員会 

（内容）○課題・論点の整理 

○対応策の検討 

 

平成 26 年６月９日（月） 

 第 5 回 地域再生推進委員会 

（内容）○中間報告骨子 

 

平成 26 年８月 1 日（金） 

 第 6 回 地域再生推進委員会 

（内容）○中間とりまとめ 



地域再生推進委員会 中間報告 
 

関係データ（参考資料） 



○ 少子高齢化の進展と地域における人口減少 



○ 耕作放棄地、空き地、空き家の増大等の地域の荒廃 

  ☆ 上から①土地持ち非農家、②自給的農家、③副業的農家、④準主業農家、⑤主業農家 
  ※ 平成23年農林水産省作成「耕作放棄地の現状について」から引用 



○ 地域生活を支える社会機能の弱体化 



○ 若者の地方離れ、都市部への人口流出 ① 

    ※ 内閣府「選択する未来」委員会第4回資料から引用 



○ 若者の地方離れ、都市部への人口流出 ② 



事例集（参考資料） 



※地域再生推進委員会 武山委員提出資料 

＜事例１＞兵庫県五色町のバイオマス利活用 （本文４．（１）②多様な主体と期待される役割と課題） 
 
 多様な主体が連携することで、活動が多様化し持続可能な地域活性化につながる仕組みを構
築している。 



＜事例２＞愛媛県内子町における住民参画  （本文４．（１）②多様な主体と期待される役割と課題） 
 
 地域内の異業種の人達が集まり組織を立ち上げ。組織内に明確なリーダーが存在し、継続して
取り組みに関わっていることにより活動が持続している。 



＜事例３＞いしかわエコデザイン賞による地域資源掘り起こし （本文４．（１）③多様な視点で再評価する） 
 
 石川県主催による県内のエコデザインを表彰するコンペティション。応募に向けた周知や県外へ
のＰＲを通じて、地域資源を掘り起こすネットワークを構築している。 



＜事例４＞ＮＰＯ法人五ヶ瀬自然学校の自然体験授業（宮崎県五ヶ瀬町） 
（本文４．（１）③多様な視点で再評価する） 

 地元の自然を地域資源と捉え、様々な体験事業を実施することにより、雇用創出、地域内外の
人々の交流、地域の価値の向上などにつなげている。 



＜事例５＞ポートランドにおける食コミュニケーション（アメリカ／オレゴン州） 
（本文４．（１）③多様な視点で再評価する） 

 コンパクトシティ化を進めるにあたり、カフェ・バー・レストランなど食に関する施設を建物の１階
に計画的に配置するなどにより、多様な人々にとっても魅力ある都市として再生した。 



＜事例６＞岡山県真庭市における資金循環への取組 ①  （本文４．（１）④地域内で資金を循環させる） 
 
 バイオマスタウンの推進を図ると同時に、バイオマスツアーによる視察観光を導入し、域外から
の資金を調達し循環させている。 



＜事例６＞岡山県真庭市における資金循環への取組 ②  （本文４．（１）④地域内で資金を循環させる） 
 
 バイオマスタウンの推進を図ると同時に、バイオマスツアーによる視察観光を導入し、域外から
の資金を調達し循環させている。 

※平成25年度地域再生推進委員会 
 配布資料（中村委員提出資料） 



＜事例７＞帯広信用金庫の取組  （本文４．（１）④地域金融機関が支援する） 
 
 地域のシンクタンク機能を発揮することによる地域貢献を理念として、取引先・非取引先を問わ
ず支援することで地域経済の振興に取り組んでいる。 



＜事例８＞愛媛県内子町石畳地区における都市農村交流の取り組み 
 （本文４．（２）地域間のネットワークづくり） 

 水車小屋の復元活動を核として、複数の担い手組織により一つの協議会が組織され、様々な活
動により地域間交流を発展させている。 



＜事例９＞地域おこし協力隊（総務省）  （本文５．（３）人材を育成する） 
 
 地方自治体が都市住民を受け入れを委嘱。地域おこし活動の支援や農林漁業の応援、住民の
生活支援など「地域協力活動」に従事してもらい、あわせてその定住・定着を図る。 

出典：総務省地域おこし協力隊ホームページ 
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_03000066.html 
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